
共助のための防災活動補助金要綱 
 

制 定  平成 25年３月 29日（鶴総第 1913 号） 

最近改定  令和６年 ４月 １日（鶴総第  50号） 

（目 的） 
第１条 この要綱は、地域防災力の向上を目的として、地域の様々な団体や人々による共助のための自

主的な活動（以下、「共助のための防災活動」という。）を支援するための補助金（以下、「補助金」と

いう。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

２ 補助金の交付については、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成 17 年 11 月横浜市規則第 139

号。以下、「補助金規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、補助金規則の例による。 

 

（補助事業者の範囲） 

第３条 この要綱における補助事業者は、主に鶴見区民により組織され、鶴見区内を主な活動場所とし

て、共助のために自主的な活動を行う意思のある団体、又は現に共助のための自主的な活動を行って

いる団体とする。 

 

（補助対象事業及び補助金額） 

第４条 補助金は、区長が指定する共助のための防災活動に対し、最初に補助金を受ける年は補助対象

経費の 10分の９かつ 15万円以内の額、２年目は補助対象経費の 10分の７かつ 15万円以内の額、３

年目以降は補助対象経費の 10分の５かつ 15万円以内の額とする。 

２ 前項に基づき区が指定する活動項目については、必要に応じて随時、区長が定めることとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、次に該当するものは対象外とする。 

 (1) 営利目的又は特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

 (2) 政治活動又は宗教活動を目的とした事業 

 (3) 同一の企画内容で鶴見区・横浜市又は社会福祉協議会の補助を受けている事業 

 (4) 代表者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

 

（補助金対象経費） 

第５条 補助金交付の対象となる経費は、共助のための防災活動に要する経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当するものは対象外とする。 

 (1) 親睦的な飲食費、他団体への会費や寄付など、直接組織の運営・活動にかかる経費 

 (2) 過去に共助のための防災活動補助金の補助を受け、同一団体が同様の備品を３回以上購入してい

る場合の備品にかかる経費 

(3) 交際費、慶弔費、直接事業と関連のない視察・研修費、客観的に公益上必要性が高いといえない

経費 

   ただし、区長が認める場合においては、この限りでない。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金規則第５条第１項の規定による補助金交付申請書の提出期限は、区長が別に定める。 

２ 補助金規則第５条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者が区長に提出する書類は、

共助のための防災活動補助金交付申請書（第１号様式）（以下、「申請書」という。）を用いなければな

らない。 

３ 申請書には、次の書類を添付しなければならない。 

 (1) 事業計画書（第２号様式） 



 (2) 収支予算書（第３号様式） 

 (3) 団体概要書（第３－２号様式）、規約・会則等及び構成員名簿 

 (4) その他区長が認める書類 

 

４ 補助金規則第５条第３項の規定により、区長が補助金交付申請書への記載を省略させることができ

る事項は、同規則第５条第１項第３号に規定する事項とし、添付を省略させることができる書類は、

同規則第５条第２項第２号及び第４号に規定する書類とする。 

 

（交付決定通知） 

第７条 区長は申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助することが適当と認めたときは、補

助事業者に共助のための防災活動補助金交付決定通知書（第４号様式）（以下「決定通知書」という。）

を交付する。また、審査の結果、不適当と認める場合は、共助のための防災活動補助金不交付決定通

知書（第５号様式）により不交付の決定を通知するものとする。 

 

（事業計画の変更） 

第８条 補助金の決定通知書を受けた補助事業者は、決定通知書を受けた後に、事業計画の申請事項を

変更しようとする場合は、速やかに、共助のための防災活動補助金事業計画変更申請書（第６号様式）

を区長に提出し、承認を受けなければならない。ただし、変更の内容が軽微な場合には提出を省略す

ることができる。 

 

（申請の取下げの期日） 

第９条 補助金規則第９条第１項の規定により区長が定める補助金申請の取下げの期日は、申請者が決

定通知書の交付を受けた翌日から起算して 10日を経過する日までとする。 

 

（実績報告） 

第 10条 補助金規則第 14 条第１項の規定により補助事業者が区長への報告をする書類は、共助のため

の防災活動補助金実績報告書（第７号様式）を用いなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、次の書類を添付しなければならない。 

 (1) 事業報告書（第８号様式） 

 (2) 収支決算書（第９号様式） 

 (3) 領収書等経費の支出を証する書類の写し 

３ 第１項に定める実績報告書は、当該年度の翌年度の４月 30日までに提出しなければならない。 

４ 補助金規則第 14 条第４項の規定により区長が実績報告への記載又は添付を省略させることができ

る事項及び書類は、同規則第 14 条第１項第３号及び同条第３項第３号の書類とする。 

 

（補助金額の確定通知） 

第 11条 補助金規則第 15 条の規定による補助金の額の確定の通知は、共助のための防災活動補助金確

定通知書（第 10 号様式）により行うものとする。 

 

（補助金交付の時期の例外） 

第 12 条 補助金は、区長が補助金等の交付の目的を達成するため、特に必要があると認めるときは、

補助金交付対象となる活動の完了前に補助金等の全部又は一部を交付することができる。 

２ 補助金交付対象となる活動の完了前に補助金を交付する場合は前払いとする。 

３ 申請者は前払いにより補助金の交付を受け、事業完了後残金等が生じたときには、速やかに精算残

額を返還しなければならない。 

 

 



（補助金の請求） 

第 13条 補助金の交付請求は、共助のための防災活動補助金請求書（第 11号様式）により行わなけれ

ばならない。 

２ 区長は、前項の請求書を受理したときは、速やかに支払いを行うものとする。 

 

（財産の処分の制限） 

第 14条 補助金規則第 25 条に規定する財産の処分の制限がかからなくなるために必要な期間は、減価

償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める減価償却資産の耐用年数

の期間とする。 

 

（補助財産の維持管理） 

第 15 条 補助によって取得若しくは効用を増加した財産等は、善良な管理者の注意をもって管理し、

その目的に従った使用に供することができるよう維持しなければならない。 

 

（関係書類の保存期間） 

第 16条 補助金規則第 26 条の規定により区長が定める関係書類の保存期間は５年とする。 

 

（書類の閲覧） 

第 17 条 補助事業者及び区長は、第 1 号様式及びその添付書類、第４号様式、第５号様式、第 7 号様

式、第８号様式並びに第９号様式を、横浜市市民活動推進条例（平成 12年３月条例第 26号）第 12条

第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しなければならない。 

２ 前項の閲覧を行う場所及び時間は次表のとおりとする。 

 補助事業者 区長 

閲覧場所 
主たる事務所の所在地又は代表者の住

所、その他補助事業者が指定する場所 
鶴見区総務課 

閲覧時間 補助事業者が指定する時間 鶴見区役所の事務取扱時間 

閲覧期間 
補助金の交付を受けた日から２年間とする。ただし、第７号様式、第８号様式及

び第９号様式については、当該書類を提出した日から２年間とする。 

 

（その他） 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、区長が別に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 26年６月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 27年１月 19 日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、平成 29年１月 19 日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 
 この要綱は、令和４年１月 24 日から施行する。 

附 則 
この要領は、令和５年２月 17日から施行する。 
 



附 則 
この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
第１号様式（第６条第２項） 
 

共助のための防災活動補助金交付申請書 

 

  年  月  日  
 
 鶴 見 区 長 

 
                   （申請者） 
                    団体名 
 
                    所在地  〒 
 
                    代表者                
 
 

共助のための防災活動補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。なお、

補助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成 17年

11月 30日横浜市規則第 139号）及び共助のための防災活動補助金交付要綱を遵守しま

す。 

 

１ 補助申請金額 

 

 

  ￥             

 

 

２ 添付書類 

 
  （１） 事業計画書（第２号様式） 
 
  （２） 収支予算書（第３号様式） 
 
  （３） 団体の概要書（第３－２号様式）、団体規約・会則及び構成員名簿（役 

員名簿で可）   
 
 
 

 

 
 
 
 



 
 
 
 
第２号様式（第６条第３項） 
 

事 業 計 画 書 

 

 
                 団体名（又は個人名）               

目 的 

※共助の目的を明

確に記載してくだ

さい。 

 

事 業 概 要 

 

活動の 

スケジュール 

  月 日 内  容 
  



防災について

の課題やニー

ズ 
地域やグループ等

で、防災について

の課題、地域から

のニーズを記載し

てください。 

 

事業の企画力

事業を実施するう

えで、工夫やアイ

ディアは充分です

か 

 

事業の継続性

次年度以降への継

続や展開の計画を

記入してくださ

い。 

 

過去の事業 

過去に共助のため

の防災活動補助金

を受け、行った事

業について記入し

てください。ま

た、購入した備品

は、必ず記載して

ください。 

 

 
 
（注意） 
「団体名」、「目的」、「事業内容」については、鶴見区ホームページ等で公開する場合があります。 

 



 
３号様式（第６条第３項） 

 
                    団体名（又は個人名）               
 

収  支  予  算  書 

 
１ 収入の部 

項  目 予算額（円） 説   明 
共助のための防災活

動補助金 
  

合  計   
 
２ 支出の部 

項  目 予算額（円） 説   明 
   

合  計   
 
 
 
 



 
第３－２号様式（第６条第３項） 

 
団 体 概 要 書 

 

 
 
 
 
 

団体名 

 
 
 
        （代表者名：              ） 

所在地 

〒 
 
 
 

連絡先 

 
 担当者名                        
 
 電 話                         

Ｅメール                        
 
 郵便物送付先所在地   〒                
 
                              

設立年月日 年   月    日 

設立目的・経

緯 

 

主な活動場所 

 

会員数等 

 
個人会員   人 （うち鶴見区民    人） 
 
団体会員   団体 
 



 
第４号様式（第７条第１項） 
                             鶴総第      号 
                                年  月  日 
 

 団 体 名 

  代表者名          様 

 
                             鶴  見  区  長 
 

共助のための防災活動補助金交付決定通知書 
 
   年 月 日に申請のありました共助のための防災活動補助金について、次の条件を付して

交付することを決定したので通知します。 
 
１ 交付決定金額 
 
  ￥         ．－ 
 
２ 交付時期 
  共助のための防災活動補助金交付請求書（第 11号様式）により、適正な請求を受けた日から

30 日以内に交付します。 

 

３ 交付条件 

 (1) この補助金は、申請された共助のための活動のために使用し、他の事業には流用しないで

ください。 

 (2) 事業が終わり次第、収支決算及び事業報告書を提出してください。 

 (3) 剰余金が生じたときは、速やかに返還してください。 

 (4) 虚偽その他不正な手続きで補助金の交付を受けたときには、全額又は一部の返還をもとめ

ることがあります。 

 (5) この補助金の使途について、必要があると認められるときは、調査を行うことがありま

す。 

 (6) 申請した内容を変更しようとするときは、あらかじめ鶴見区長（以下、「区長」という。） 

  の承認を受けてください。 

 (7) 補助金事業等を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ区長の承認を受けてくだ

さい。 

 (8) 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに、区長に報告し、その指示を受けてください。 

 (9) その他、補助金規則及び共助のための防災活動補助金交付要綱の定めに従ってください。 
 
                       担    当 
                       電話・ＦＡＸ 
 
 
 
 
 



 
 
第５号様式（第７条第１項） 
                             鶴総第      号 
                                年  月  日 
 

 団 体 名 

 代表者名          様 

 
                             鶴  見  区  長 
 

共助のための防災活動補助金不交付決定通知書 
 
   年 月 日に申請のありました共助のための防災活動補助金については、交付しないこと

を決定したので通知します。 
 
不交付理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     担    当 
                     電話・ＦＡＸ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
第６号様式（第８条） 

  年  月  日  
（報告先） 
鶴 見 区 長 

 
                   （申請者） 
                    団体名 
                    所在地  〒 
 
                    代表者               
 
 

共助のための防災活動補助金事業計画変更申請書 

 
   年  日  日鶴総第   号により交付決定通知のありました共助のための防災活動補

助金に係る事業計画について、次のとおり変更しますので申請します。 
 
１ 変更内容 
 
 
２ 変更時期 
 
 
３ 変更理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 



 
 
第７号様式（第 10条第１項） 
 
 
 
 

 年  月  日  
 
（報告先） 
 鶴 見 区 長 
 
                   （申請者） 
                    団体名 
                    所在地  〒 
 
                    代表者               ㊞ 
 
 

共助のための防災活動補助金実績報告書 

 
   年  日  日鶴総第   号により交付決定通知のありました共助のための防災活動 

補助金に係る事業について、次のとおり報告します。 
 

１ 補助金の執行実績 
 (1) 補助金受領年月日       年   月   日 

 

 (2) 補 助 金 受 領 額              円 

 

 (3) 補 助 金 執 行 額              円 

 

 (4) 差      額              円 

 
 
２ 添付書類 
 (1) 事業報告書（第８号様式） 

 (2) 収支決算書（第９号様式） 

 (3) 領収書等経費の支出を証する書類の写し 

 
 
(注意) 

１(3)の差額は、補助金交付額から補助金執行額を減じた額を記入してください。 
 
 
 
 
 



第８号様式（第 10条第２項） 

 
                   団体名                
 

 

 

事 業 報 告 書 

 

実 施 期 間     年  月  日から      年  月  日まで 

活 動 内 容 
(補助事業等の成果) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



第９号様式（第 10 条第２項） 
 
                   団体名                
 

収 支 決 算 書 

 
１ 収入額              円  
 
２ 支出額              円  
 
３ 差 引              円  
 
４ 内 訳 
 (1) 収入                               （単位：円） 

項 目 金 額 説 明 

共助のための防災

活動補助金 

  

合 計   

 

 (2) 支出                               （単位：円） 
項 目 金 額 説 明 

   

合 計   
 

 

（注意） 

３の差引には収支額から支出額を減じた額を記入してください。 

 

 

 

 



第 10 号様式（第 11条） 

 
 
 
 
                             鶴総第      号 
                                年  月  日 
 

 団 体 名 

 代表者名          様 

 
                             鶴  見  区  長 
 

共助のための防災活動補助金確定通知書 
 
   年 月 日に実績報告のありました共助のための防災活動補助金について、次のとおり補

助金額を確定しましたので通知します。 
 
  補助金確定額 
 
  ￥         ．－ 
 
 
 
 
 
                       担    当 
                       電話・ＦＡＸ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 11 号様式（第 13条） 

 
                                年  月  日 
 

 鶴  見  区  長 
 
                 請求者 団体名 
                     所在地 〒 
 
                     代表者名                
 
 

共助のための防災活動補助金交付請求書 
 
   年 月 日鶴総第   号により交付決定通知のありました共助のための防災活動補助金

について、次のとおり請求します。 
 

請求金額 
 
  ￥         ．－ 
 

（振込先） 

 

（フリガナ）  

口座名義 

 

金融機関 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

支店 

預金種別 普通 ・ 当座 口座番号  

 

  

（代表者名と口座名義が異なる場合は、記名・押印してください。） 

 

 共助のための防災活動補助金を上記口座にお振り込みください。 

 

       代表者氏名               ○印  

 

 


